
「国立阿蘇青少年交流の家」の国立青少年教育施設     

 としての存続を求める意見書 

 
 先般行われた事業仕分け作業において、国立青少年教育施設の地方への

移管あるいは民間移管という判断が示されたが、「国立阿蘇青少年交流の

家」は、昭和39年の開所以来、半世紀近くの長きにわたって、地元との連

携のもと、学校教育との融合や地域の青少年の健全育成、さらには生涯学

習の振興など、熊本県だけでなく九州の青少年教育機関として重要な役割

を果たしてきた。 

昨今、学習指導要領の改訂に伴い学校外での自然体験活動の重要性が叫

ばれる中、青少年教育の新たな課題に対応した事業の充実を図るとともに、

県民の生涯学習のさらなる振興を推進し、熊本県や阿蘇市など地元自治体

をはじめ関係団体との連携・協力のもと、青少年教育のナショナルセンタ

ーとして、国の政策課題や青少年教育の重要な課題に応じた事業を展開す

る中で、今後も先導的・モデル的な事業を推進していく重要な役割が期待

される。 

よって、国におかれては「国立阿蘇青少年交流の家」を、従来どおり国

立の青少年教育施設として存続されるよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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